
Ｈ10～H14 Ｈ15～H19 Ｈ20～Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31（R元） R2 R3 R4 R5 R6
★ＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）施
行（H10.3公布、H10.12施行)
★「認定ＮＰＯ法人制度」創設（H13)
★法人数10,000に到達（H14)

★「ＮＰＯ法の運用方針」策定（内閣
府）(H15)

★「ＮＰＯ活動推進自治体ネットワー
ク」設立(H17)

★新「公益法人制度」スタート（H20）

★「新しい公共」宣言、法人数40,000に
到達、東日本大震災津波（H22）

★改正ＮＰＯ法成立（H23）

★改正ＮＰＯ法施行（H24）

★改正ＮＰＯ法成立 ★改正ＮＰＯ法施行
(H29.4)

★民間公益活動を促
進するための休眠預
金等に係る資金の活
用に関する法律施行
（一部を除き
H30.1）

★「民間公益活動を
促進するための休眠
預金等に係る資金の
活用に関する法律」
に基づく資金分配団
体の公募開始

★新型コロナウイル
ス感染症の流行

★改正ＮＰＯ法成立

★労働者協同組合法
成立

★改正ＮＰＯ法施行
(R3.6)

★労働者協同組合法
施行（R4.10)

★ウェブ報告システ
ムの構築（内閣府）

★新型コロナウイル
ス感染症の感染症法
上の位置付け見直し
（R5.5）

★ＮＰＯ法施行25周
年（R5.12）

10,664
(12)

34,369
(80)

47,540
（407)

48,980
(630)

50,086
(821)

50,866
(955)

51,513
(1,020)

51,866
(1,064)

51,602
(1,102)

51,255
(1,147)

50,888
(1,209)

50,781
(1,237)

50,352
(1,266)

50,116
(1,280)

49,611
(1,293)

県内の動き

☆「社会貢献活動の支援に関する条例」
制定（H10.3）

☆「社会貢献活動の支援に関する指針」
策定

☆「公益信託いわてＮＰＯ基金」創設、
「いわてＮＰＯサポートルーム」設置
（H13)

☆「ＮＰＯとの協働を進めるためのガイ
ドライン」策定（H14）

☆５年で100法人突破（H15）

☆集中支援期間に150超の法人が設立
（H17）

☆「協働推進マニュアル」策定、アイー
ナ内に「ＮＰＯ活動交流センター」オー
プン（H18）

☆いわてＮＰＯ中間支援ネットワーク設
立（H19）

☆10件目の解散（H19）

☆「いわて県民計画」策定（H21）

☆解散法人の急増(H22：30件目、H23：40
件目、H24：60件目)

☆岩手県における「ＮＰＯ法の運用方
針」策定、「ＮＰＯを対象に含む事業委
託の手続の適正化に関するガイドライ
ン」策定（H22）

☆復興支援を目的に県内の中間支援ＮＰ
Ｏが「いわて連携復興センター」設立
(H23)

☆県内初の認定ＮＰＯ法人誕生（H24）

☆協働推進員研修 ☆「社会貢献・復興
活動支援基金」設置

☆80件目の解散

☆事業型ＮＰＯ育成
支援事業

☆「いわてソーシャ
ルビジネスサポート
ネットワーク」設立

☆10件目の認定・仮
認定法人

☆「ふるさと岩手応
援寄附」メニューに
「社会貢献・復興活
動支援基金」追加
（H28）

☆100件目の解散

☆県内企業×岩手
NPO「岩手交流会」
開催

☆ソーシャルビジネ
ス促進セミナー開催

☆いわて県民計画
（2019～2028）策定

☆ＮＰＯと地域企業
等との交流会開催

☆中間支援ＮＰＯ等
の人材育成研修会開
催

☆「ふるさと岩手応
援寄付」メニューの
見直し（「社会貢
献・復興活動支援基
金」は継続）

☆20件目の認定・仮
認定法人（１法人解
散）

☆特定非営利活動法
人感染症対策補助金
交付

☆オンラインによる
講座・交流会の実
施、オンライン活用
について講座実施

☆ＮＰＯ法人等の各
種申請書等の押印見
直し

☆ウェブ報告システ
ムの運用開始
（R5.3）

☆いわて県民計画
（2019～2028）第２
期アクションプラン
策定（R5.3）

☆「社会貢献・復興
活動支援基金」設置
期限延長

88 297
428
(3)

453
(5)

468
(10)

478
(12)

486
(15)

496
(18)

494
(18)

491
(20)

484
(21)

482
(20)

485
(20)

474
(23)

475
(23)

- - （Ｈ22～Ｈ24累計）318 91 93 75 80 76 114 109 143 135 166 - -

〇新たな公共の担い手として、ＮＰＯの
存在が注目されるようになった。
〇県民の市民活動参加への意識が高まっ
た。
　【ボランティア研修会受講者数
　　H10：130人　⇒　H14：1,078人、
　　ボランティア活動保険加入者数
　　H10：29,124人⇒　H14：38,802人】
●個人の活動が中心で、組織的な活動が
少ない。

〇多数のＮＰＯ法人が設立され、県民・
市民活動参加の受け皿となった。（H14～
H17）
　【ＮＰＯ法人認証数
　　H14：88団体　⇒　H17：242団体】
〇県内の各地域で、ＮＰＯのネットワー
ク化が進んだ。（H18～H21）
　【ＮＰＯネットワーク数
　　H18：３　⇒　H21：９】
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●ＮＰＯ法人制度の信頼性を揺るがすよ
うな悪質な法人の発生が懸念される。
　（市民からの情報提供等の増加）

※「ＮＰＯ法人数【全国】（認定・特例認定法人）」、「ＮＰＯ法人数【県】（認定・特例認定法人）」は、H10～R5は３月末時点、R6は11月末時点であるもの。

ＮＰＯ法人数【全国】
（認定・特例認定法
人）

県とＮＰＯの協働事業数

○オンラインを活用したＮＰＯ法人が出始める。（オンライン会議、動画配信など）
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●復旧・復興支援を目的に設立したＮＰＯについて、当初の目的を達成した後の転換支援が必要。（解散、または、地域課
題解決を目的として再設定）

特定非営利活動法人制度とＮＰＯ支援・協働推進施策等のあゆみ（Ｈ10～Ｒ６）

いわて県民計画
アクションプラン

岩手県のＮＰＯ支援・
協働推進の取組

成果〇

課題●

〇ＮＰＯ等による自発的な救援・復旧・復興支援の実施。（Ｈ23～Ｈ26）
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●寄附募集が進まない。
●ＮＰＯ法人に対する信用失墜事案の発生。

〇事業型ＮＰＯ支援に向けた体制が整い、創業セミナー等開始。（Ｈ27～Ｈ30）
〇ＮＰＯ等による自発的な救援・復旧・復興支援継続。
〇寄附募集セミナーや交流会による企業等との連携や寄附の成果が出始める。
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●他県におけるＮＰＯ法人に対する信用失墜事案の発生。

ＮＰＯ法人数【県】
（認定・特例認定法人）

年度

全国の動き

いわて県民計画 いわて県民計画（2019～2028）

ＮＰＯ活動交流センター（H18～現在）いわてＮＰＯサポートルーム（H13～H17）

ＮＰＯ・ボランティア活動情報誌（H16～現在）

マネジメントアドバイザー派遣
（H15～H17）

入門初級講座、ボランティア受
入れ講座（H16～H18）

県民との協働を考える会、協働を体験する会（H15～

行政職員向け研修会、市町村トップセミナー（H15～H22）

ＮＰＯネット
ワーク委員会
（H18～H19）

企業とＮＰＯのパー
トナーシップ

推進（H19～H20）

ＮＰＯ活動
活性化支援（H21）

ボランティア活動等支援拠点整備
（県社協への委託、H12～H16）

ＮＰＯフォーラム
（H14～H15）

公募提案型協働事業
（H15～H16）

ＮＰＯ中間支援ネットワークとの連携（H20～現在）

ＮＰＯステップアップ支援事業（H21～
H23）

ＮＰＯの支援

連携・協働の推進

個人への普及啓発

団体間の連携強化

提案公募型
県民協働モデル
事業（H22）

多様な主体による連携協働の推進（H18～現在）

団体の育成支援
＜集中支援期間：H15～H17＞

県民への普及啓発(H10～現在）

新しい公共支援
事業

（H23～H24）

復興の担い手支援
(復興支援枠）

ガ

Ｍ

Ｓ
ソーシャルビジネス支援協定(H27.11締結）

復興の担い手支援
（復興支援枠・一般枠）

ＮＰＯ等復興支援事業（復興枠・一般枠）（H28～現在）

【事業型ＮＰＯ】地域課題解決人材育成（H28～H30）

市町村社協によるボランティア活動等支援拠点運営（H17～現在）

岩手交流会・組織の共感力向上セミナー（H29～R4） ※R2～R3は新型コロナの影響により中止

ＮＰＯ等による復興支援（Ｈ25～現在）

ＮＰＯ等マネジメント力強化セミナー（ＮＰＯ会計等講習会）

東京交流会・専門家との交流会（H24～現在）

第１期ＡＰ（H21～H22） 第３期ＡＰ（H27～H30）第２期ＡＰ（H23～H26）

普及啓発&ＮＰＯ支援

第１期ＡＰ（R元～R4）

ＮＰＯ交流会

人材育成研修会

【事業型ＮＰＯ】組織マネジメント研修（H元～現在）

「新しい生活様式」に対応した活動への転換支援

ＮＰＯ法人感染症対策
支援事業費補助金

ソーシャルビジネス促進セミナー

交流フェア 協働推進フォーラム

運営基盤強化講座

新しい公共の推進
（H22～H24）

活動に困難を抱える法人への支援

参考資料№１

第２期ＡＰ
（R5～R8）

県内ＮＰＯと企業等
のマッチング支援
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岩手県におけるＮＰＯ法人の状況 

１ ＮＰＯ法人の認証件数（各年度３月末時点） 

年 度 
申請 

（累計） 
a 

認証 
（累計） 

b 

解散 
（累計） 

ｃ 

現在数 
（累計） 
ｂ-ｃ 

単年度 
認証件数 

単年度 
解散件数 

【全国】 
現在数 
（累計） 

平成 21 年度 364 362 27 335 23 ７ 39,732 

平成 22 年度 387 385 36 349 23 ９ 42,385 

平成 23 年度 446 432 44 388 47 ８ 45,138 

平成 24 年度 500 489 61 428 57 17 47,540 

平成 25 年度 531 527 74 453 38 13 48,980 

平成 26 年度 557 555 87 468 28 13 50,086 

平成 27 年度 581 576 98 478 21 11 50,865 

平成 28 年度 602 597 111 486 21 13 51,513 

平成 29 年度 617 616 120 496 19 ９ 51,866 

平成 30 年度 632 628 134 494 12 14 51,602 

令和元年度 639 637 146 491 9 12 51,255 

令和２年度 647 647 163 484 10 13 50,888 

令和３年度 659 657 175 482 10 12 50,781 

令和４年度 672 671 186 485 14 11 50,352 

令和５年度 689 678 204 474 13 19 49,987 

 

２ 認定ＮＰＯ法人の認定状況 

（1）岩手県の状況：認定 22 件、特例認定 1 件、合計 23 件(令和６年 12 月末現在) 

№ 区分 ＮＰＯ法人名称 認定期間 

１ 認定 成年後見センターもりおか 平成 24 年 12 月 25 日～令和９年 12 月 24 日 

２ 認定 劇団ゆう 平成 25 年３月 28 日～令和 10 年３月 27 日 

３ 認定 きたかみ市民活動基金 平成 26 年３月５日～令和 11 年３月４日 

４ 認定 桜ライン３１１ 平成 26 年５月１日～令和 11 年４月 30 日 

５ 認定 いわて子育てネット(特例⇒認定) 平成 26 年８月 25 日～令和 11 年８月 24 日 

６ 認定 岩手県青少年自立支援センター「ポランの広場」 平成 26 年 12 月 10 日～令和 11 年 12 月９日 

７ 認定 岩手県就労支援事業者機構 平成 27 年１月 29 日～令和７年１月 28 日 

８ 認定 心の架け橋いわて 平成 27 年３月 10 日～令和７年３月９日 

９ 認定 遠野山・里・暮らしネットワーク 平成 28 年２月 24 日～令和８年２月 23 日 

10 認定 イワテスカラシップ 平成 28 年６月６日～令和８年６月５日 

11 認定 キツツキネットワーク岩手 平成 29 年９月 27 日～令和９年９月 26 日 

12 認定 カシオペア市民情報ネットワーク 平成 30 年９月８日～令和 10 年９月７日 

13 認定 盛岡ユースセンター 平成 31 年３月 14 日～令和 11 年３月 13 日 

14 認定 accommon(アコモン) 令和元年９月５日～令和 11 年９月４日 

15 認定 日本ヨガ連盟 令和元年 10 月４日～令和 11 年 10 月３日 

16 認定 もりねこ 令和元年 12 月 11 日～令和 11 年 12 月 10 日 

17 認定 マニラ育英会 令和２年３月５日～令和７年３月４日 

18 認定 インクルいわて 令和２年７月 13 日～令和７年７月 12 日 

19 認定 盛岡ＹＭＣＡ 令和３年８月 20 日～令和８年８月 19 日 

20 認定 フードバンク岩手 令和４年６月 20 日～令和９年６月 19 日 

21 認定 おはなしころりん 令和５年９月 20 日～令和 10 年 11 月 29 日 

22 認定 スペシャルオリンピックス日本・岩手 令和５年 11 月 30 日～令和 10 年 11 月 29 日 

23 認定 Plus One Happiness(プラスワンハピネス) 令和６年 12 月 12 日～令和 11 年 12 月 11 日 

※認定ＮＰＯ法人：ＮＰＯ法人のうち一定の基準（公益性等）を満たすものとして所轄庁の認定を受けた法人 
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（2）全国の状況（令和６年 11 月末現在） 

認  定 1,263 件（前年度末比＋ 9 件） 

特例認定 30 件（前年度末比－ 3 件） 

合  計 1,293 件（前年度末比＋ 6 件） 

 

所轄庁別認証・認定数（北海道・東北 抜粋） 

所轄庁 認証法人数 

所轄庁 

認定法人数 

所轄庁 

特例認定法人数 

北海道 1,220 15 1 

札幌市 881 17 0 

青森県 400 4 0 

岩手県 475 22 1 

宮城県 398 11 0 

仙台市 380 19 0 

秋田県 349 5 0 

山形県 435 7 0 

福島県 922 23 0 

※認証法人数及び所轄庁認定・特例認定法人数は令和６年 11 月末現在 
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○社会貢献活動の支援に関する条例 

平成10年３月30日条例第20号 

改正 

平成11年12月17日条例第79号 

平成12年12月18日条例第72号 

平成13年７月９日条例第57号 

平成21年12月15日条例第70号 

平成26年３月28日条例第20号 

社会貢献活動の支援に関する条例をここに公布する。 

社会貢献活動の支援に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 社会貢献活動の支援に関する基本的施策（第７条―第14条） 

第３章 岩手県社会貢献活動支援審議会（第15条―第20条） 

第４章 雑則（第21条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、社会貢献活動が地域社会において果たす役割の重要性にかんがみ、社会貢献活

動の支援についての基本原則、社会貢献活動の支援に関する施策の基本となる事項等を定めること

により、社会貢献活動の支援を総合的に推進し、もって住みよい地域社会の形成に資することを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「社会貢献活動」とは、次に掲げる活動をいう。 

(１) 個人又は法人その他の団体（以下「個人等」という。）が自発的に、かつ、対価を得ないで、

役務の提供等を行うことにより直接に社会に貢献する活動であって、次に掲げるもの以外のもの 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成する活動 

イ 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対する活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職及び同法の規定を準

用する選挙による公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）

若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動 

エ その他公共の利益を害する行為をするおそれのあるものの活動 

(２) 前号に掲げる活動を行う個人等に対し、当該活動に関して他の個人等が自発的に、かつ、対

価を得ないで、役務の提供等を行うことにより社会に貢献する活動であって、同号アからエまで

に掲げるもの以外のもの 

（県の責務） 

第３条 県は、社会貢献活動の支援に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及びこれを実施する

ものとする。 

２ 県は、市町村との連携及び協力の下に、広域的な見地から、社会貢献活動の支援に関する総合調

整を行うものとする。 

（市町村の役割） 

第４条 市町村は、当該市町村の地域の実情に応じて、それぞれの立場において、社会貢献活動を支

援するよう努めるものとする。 

一部改正〔平成11年条例79号〕 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、社会貢献活動が円滑に行われるよう配慮に努めるものとする。 

（基本原則） 

第６条 県は、社会貢献活動を支援するに当たっては、社会貢献活動を行う個人等（以下「社会貢献

活動者等」という。）の自主性を尊重しなければならない。 

２ 県は、社会貢献活動を支援するに当たっては、県と社会貢献活動者等との対等な関係の下に、協
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働及び協調を旨としなければならない。 

３ 県は、社会貢献活動を支援するに当たっては、社会貢献活動の利益を受ける者の意思、人格等が

尊重されるよう留意しなければならない。 

第２章 社会貢献活動の支援に関する基本的施策 

（社会貢献活動の支援に関する施策の基本方針） 

第７条 県は、前条に定める基本原則にのっとり、社会貢献活動が広範かつ円滑に行われるよう、社

会貢献活動の支援に関する施策を総合的に推進するものとする。 

（支援指針） 

第８条 知事は、社会貢献活動の支援に関する指針（以下「支援指針」という。）を定めなければな

らない。 

２ 支援指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 社会貢献活動の支援に関する施策の方向 

(２) 前号に掲げるもののほか、社会貢献活動の支援に関する施策を総合的に推進するために必要

な事項 

３ 知事は、支援指針を定めようとするときは、あらかじめ、岩手県社会貢献活動支援審議会の意見

を聴かなければならない。 

４ 知事は、支援指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、支援指針の変更について準用する。 

（調査及び研究） 

第９条 県は、社会貢献活動の支援について必要な調査及び研究を行い、その成果の普及に努めるも

のとする。 

（広報及び広聴並びに学習機会の提供） 

第10条 県は、県民が社会貢献活動に対する理解を深めることができるよう、社会貢献活動に関する

広報及び広聴並びに学習の機会の提供に努めるものとする。 

（拠点となる機能の整備） 

第11条 県は、社会貢献活動が円滑に行われるよう、社会貢献活動の支援の拠点となる機能の整備に

努めるものとする。 

（情報ネットワークの構築） 

第12条 県は、社会貢献活動について、県民、事業者、県及び市町村の相互の連携が図られるよう、

情報ネットワークの構築に努めるものとする。 

（交流及び連携） 

第13条 県は、社会貢献活動者等相互の交流及び連携が図られるよう必要な支援に努めるものとする。 

（人材の養成及び損害補償制度の利用の啓発） 

第14条 県は、社会貢献活動が円滑に行われるよう、社会貢献活動に関する専門的知識を有する人材

の養成及び社会貢献活動に関して生じた損害に係る補償制度の利用の啓発に努めるものとする。 

第３章 岩手県社会貢献活動支援審議会 

（設置） 

第15条 社会貢献活動の支援に関する重要事項を調査審議させるため、知事の諮問機関として岩手県

社会貢献活動支援審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第16条 審議会は、委員20人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。 

(１) 市町村長 

(２) 社会貢献活動者等を代表する者 

(３) 学識経験のある者 

(４) 関係行政機関の職員 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

一部改正〔平成13年条例57号〕 

（会長及び副会長） 

第17条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選とする。 
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２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第18条 審議会は、知事が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第19条 審議会の庶務は、環境生活部において処理する。 

一部改正〔平成12年条例72号・21年70号・26年20号〕 

（会長への委任） 

第20条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定め

る。 

第４章 雑則 

（補則） 

第21条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

この条例は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年12月17日条例第79号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月18日条例第72号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年７月９日条例第57号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成21年12月15日条例第70号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日条例第20号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 
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社会貢献活動の支援に関する指針

目 次 

序  １ 社会貢献活動の支援に関する指針策定の背景と趣旨 

(1) 背  景

(2) 策定の趣旨

２ 指針の性格 

３ 社会貢献活動のとらえ方 

  第１ 社会貢献活動の現状と課題 

１ 活動の現状 

２ 活動支援の現状 

３ 県民意識 

４ 課  題 

  第２ 社会貢献活動の基本的な支援の方向 

１ 基本的な支援の方針 

２ 活動環境の整備の方向 

  第３ 社会貢献活動の支援施策の展開方向 

１ 参加しやすい環境づくり 

(1) 情報の提供・紹介、ニーズの把握

(2) 学習する機会の提供

２ 活動しやすく、その輪が広がるような環境づくり 

(1) 支援の拠点となる機能の整備

(2) 情報ネットワークの構築

(3) 交流及び連携への支援

(4) 集会等の活動場所の提供

(5) 人材の養成

３ 社会に根づいていくような環境づくり 

(1) 社会的理解の促進

(2) ボランティア休暇制度の普及啓発

(3) 活動に関する調査・研究

(4) 損害補償制度の利用の啓発

４ 災害時のボランティア活動への対応 
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  第４ 社会貢献活動支援の重点施策 

１ 支援拠点機能の整備 

２ ボランティア情報システムの整備 

  第５ 社会貢献活動支援のための連携の強化 

  別紙１、別紙２、参考資料  省略 

序

１ 社会貢献活動の支援に関する指針策定の背景と趣旨 

(1) 背 景

 阪神・淡路大震災（平成７年１月 17 日）やナホトカ号重油流出事故（平成９年１月２

日）では、多くのボランティア活動者による救援活動や復旧活動が展開されました。 

 これを契機として、ボランティア活動やＮＰＯ（民間非営利組織）活動の重要性が広く

社会に認識され、これらの活動を支援する制度創設の要請が高まり、「特定非営利

活動促進法（平成 10 年法律第７号）」が平成 10 年 12 月１日から施行されました。 

 県においては、ボランティア活動等の活動環境を整備するなど、活動を側面的に支

援するため、「社会貢献活動の支援に関する条例（平成 10 年岩手県条例第 20 号）」

を制定し、平成 10 年４月１日から施行しました。 

 近年におけるボランティア活動は、高度経済成長に伴う急激な都市化・過疎化の現

象や核家族化が顕在化した昭和 40 年代以降、地縁的なつながりが薄れてきたこと

などの背景もあって、個人や共通の目的を持ったグループ等の活動へと変化し、不

特定多数のために活動するいわゆる社会に貢献する活動として広がり、その概念

は、奉仕活動、慈善活動というイメージの域を超えたものとして定着しつつあります。 

 また、少子高齢化の進行や環境問題に対する関心の高まりなどを背景として、住民

が自発的に課題解決に向けて、自律的、組織的な活動を行うＮＰＯがクローズアップ

されています。 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動は、活動者自身にとっては、活動を通じて新たな発見

や自己啓発につながるなど、自分自身を豊かにするとともに、生きがいを生み出し、
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また、人と人とのきずなや自然とのふれあいなどにより、地域社会での連帯感の醸成

や子供たちの健全育成に寄与する一方、活動によるサービスを受ける者にとっては、

同じ地域社会で現実に生活を営んでいる一員としての出会いの場となり交流の場と

もなっています。 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動は、住民の意識、価値観が多様化する中で、個々人

の自由な発想による自発的な活動として、今後、ますます活動気運が高まるととも

に、新しい社会において、行政、民間企業等と異なる第三の領域の担い手として期待

されています。 

(2) 策定の趣旨

 ボランティア活動やＮＰＯ活動への関心を持つ県民が多くなっている中で、「活動へ

参加するきっかけや機会がない」、「必要な情報や活動の場がなく参加できない」とい

ったことなどが指摘されています。 

 このような状況を踏まえ、県においては、活動者の自主性を尊重し、対等なパ－トナ

－シップの下で、活動が円滑に弾力的に展開されるよう、ボランティア活動やＮＰＯ活

動の支援を総合的に推進し、住みよい地域社会の形成に資するため、支援に関する

施策の基本となる事項等を定めた「社会貢献活動の支援に関する条例」を制定しまし

た。 

 この指針は、条例に基づき、中・長期的な展望に立って、ボランティア活動やＮＰＯ

活動の支援に関する施策推進の基本的な方向を定め、その活動環境を計画的に整

備するために策定するものです。 

２ 指針の性格 

(1) この指針は、県民一人ひとりの自主的、自発的なボランティア活動やＮＰＯ活動

が、今後、より一層活発化していくよう、支援施策を総合的、計画的に推進するため

の基本となるものです。 

(2) この指針は、市町村に対しては、それぞれの地域の実情に応じた支援施策立案

の指針として活用されるとともに、県と一体となってボランティア活動やＮＰＯ活動の

支援を推進するよう期待するものです。 

(3) この指針は、事業者及び各種団体等に対しては、ボランティア活動やＮＰＯ活動

の支援に関する理解を深め、活動が円滑に行われるよう配慮に努めることを期待す

るものです。 
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３ 社会貢献活動のとらえ方 

(1) 「ボランティア」という言葉は、日常的に使われていますが、その概念は必ずしも

一様ではなく、例えば、「ボランティア」という言葉を「活動そのもの」を指す一方で、

「活動者」を指して使われるなど、ボランティアに対する考え方もとらえ方によって様々

です。 

 ボランティア活動の形態は、活動によるサービスを受ける者や活動者など人々の意

識や社会の変革の中で、その動機や役割が変化しており、明確に統一された概念は

ありませんが、ボランティア活動は、一般的に自発性（自主性）、無償性（非営利性）、

公益性（公共性）の性格を有するものであるとされています。 

 平成３年版の「厚生白書」では、ボランティア活動について明確な定義を行うことは

難しいが、便宜的に「自発的な意思に基づいて他人や社会に貢献する活動」としてい

ます。 

 また、ＮＰＯ活動には組織性が前提とされる点など、ボランティア活動とは若干の差

異はあるものの、ほぼ同じ概念と考えられます。 

 本県では、条例において、ボランティア活動とＮＰＯ活動を特に区別せずに、社会貢

献活動として「個人又は法人その他の団体が自発的に、かつ、対価を得ないで、役務

の提供等を行うことにより直接に社会に貢献する活動（社会貢献活動者等を支援す

る活動を含む。）で、宗教活動、政治活動、選挙活動等以外のもの」と定義し、いわゆ

る一般的なボランティア活動の概念と同様の考え方でとらえています。 

(2) なお、近年、ボランティア活動が助け合いの精神に基づき、活動によるサービスを

受ける者と活動者との対等な関係を保ちながら謝意や経費を認め合うことは、ボラン

ティア活動の本来的な性格からはずれるものではないとされ、活動に要する実費など

の金額を受ける活動を「有償ボランティア」と呼んでいる例もあります。 

 このため、条例においては、営利を目的としない住民相互の助け合いを基調とした

活動に対し、それに要する実費弁償や謝礼的な性格の強い金銭を受けるいわゆる

「有償ボランティア」も無償性、非営利性の性格を有しており、社会貢献活動としてとら

えています。 

(3) また、行政と一体となって地域社会の課題に取り組むため、行政から委嘱を受け

て公的活動を行っている消防団員、交通指導員、民生・児童委員、少年補導員など

の、いわゆる「行政委嘱型ボランティア」は、知識や技術を組織的・個人的に提供して

いるものであり、これらの「行政委嘱型ボランティア」の活動も社会貢献活動としてとら

えています。 
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第１ 社会貢献活動の現状と課題  

 

１ 活動の現状  

 

 住民の社会参加意識の高まりにより、個々人の自由な発想による様々な活動や共

通の目的を持ったグループ等の活動が活発化しています。これらの活動には、青少

年、主婦、勤労者、高齢者など幅広い世代の人々が参加しており、活動者の数は

年々増加し、その活動も複合化や多様な分野への広がりをみせています。 

 また、民間企業等においても、地域社会を構成する一員であるとの認識が広まりつ

つあり、様々なボランティア活動への取り組みが行われています。 

 

(1) 平成 10 年度においては、2,500 を超える団体、22 万人余の県民が活動を行って

おり、その活動分野の割合をみると、社会福祉関係が 55 ％と最も多く、次いで環境

保全・自然保護関係が 22 ％、まちむらづくりなどの地域振興関係が６％、青少年健

全育成関係が５％となっています。 

 この外にも、スポーツ・文化・芸術、保健医療、地域安全、国際協力、イベント協力、

災害救援などの活動が行われており、活動分野は多岐にわたっています。 

 

(2) 行政から委嘱を受けて公的活動を行っている消防団員、交通指導員、民生・児童

委員、少年補導員など、いわゆる「行政委嘱型ボランティア」の活動は、地域社会の

中で重要な役割を果しています。 

 

(3) 最近のボランティア活動では、講演会や会議等における手話・要約筆記通訳、林

野火災跡地への植林、浸水被害を受けた公共施設等の後片付け、岩手県内陸北部

地震により避難した人々への炊き出しなどの活動の例があります。 

 

(4) また、独り暮らし高齢者宅の雪かきを行うスノ－バスタ－ズや障害を持った子供

たちとの自然観察、地域ぐるみでの空き缶やゴミ拾い、花壇の整備、河川敷等の清

掃、事業所ぐるみでスポーツ大会のボランティア競技役員としてコース整理や審判な

どを行い、大会を支える大きな力となった活動の例もあります。さらには、環境問題を

啓発する講演会等の自主企画や住民が一体となって地域環境を育て、守る活動、北

上川流域など広域的な地域づくり活動も活発化しつつあります。 
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２ 活動支援の現状  

 

 県、市町村及びボランティア活動振興センター（岩手県社会福祉協議会）において、

ボランティア活動やＮＰＯ活動を支援するための様々な取り組みが行われています。 

(1) 広報・啓発 

 ① 広報及び啓発（県の広報番組による活動紹介やパンフレット、リーフレット等によ

る活動の広報・啓発） 

 ② ボランティア情報誌等の発行（「活動ハンドブック」や活動情報誌「イーボラン」の

発行など） 

 ③ 講演会、シンポジウム、研究大会等の開催（国際ＮＰＯフォーラムの開催、住民

等を対象にした活動に関する各種講演会等の開催） 

 

(2) 講座・研修の開催 

 ① 青少年のボランティア活動の学習（学校教育の一環としての児童・生徒の学習） 

 ② 各種講座等への講師等の派遣（環境アドバイザー派遣など） 

 ③ ボランティア活動体験、介護等の体験（森林整備の学習体験や福祉分野におけ

る活動体験など） 

 ④ ボランティア養成講座等の開催（ガイドヘルパー、点訳奉仕員、手話通訳者、 

 ⑤ 要約筆記奉仕員等の養成講座やボランティア活動入門講座の開催など） 

 

(3) 支援機能の充実等 

 ① ボランティアセンターの運営（ボランティア活動振興センター（県社協）、生涯学

習ボランティアセンター（県教育事務所）の運営） 

 ② 活動に関する相談、活動者等の登録、斡旋（ボランティア活動振興センター（県

社協）や地方振興局での相談、登録、斡旋、森林ボランティア登録、手話通訳者等の

登録など） 

 ③ 支援拠点機能の整備（ボランティア活動振興センター（県社協）との協働） 

 

(4) 情報提供等 

 ① ボランティア情報の収集・提供（ボランティア活動振興センター（県社協）や地方

振興局での情報の収集・提供など） 

 ② ボランティア情報システムの整備（システム整備、アンケート調査による基礎デ

ータの収集） 

 

(5) 交流及び連携への支援 

 ① 交流集会等の開催（児童・生徒ボランティア活動交流会、青年ボランティアや活
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動団体等の交流集会の開催など） 

 ② ボランティア・ネットワーク等の形成（地域生活支援、森林づくりのボランティアネ

ットワ－クなど） 

 ③ 奉仕員の派遣（手話通訳者や要約筆記奉仕員の派遣など） 

 

(6) 人材の養成 

 ① 指導者等の養成研修会の開催（ボランティアコーディネーター、ボランティア活

動リーダー、自然観察リーダー、食生活改善推進員リーダー、応急危険度判定士な

どの養成） 

 

(7) 損害補償制度の利用の啓発 

 ① ボランティア活動保険の保険料の助成 

 

(8) 特定非営利活動法人への支援 

 ① 収益事業を行わない特定非営利活動法人の県民税（均等割）の減免 

 

３ 県民意識  

 

 平成９年度において、銀河系いわてモニター 117 人、ボランティア団体 200 団体、

県民 1,000 人を対象に、ボランィア活動に関する意識等について、それぞれアンケー

ト調査を実施しました。 

 

(1) ボランティア活動への関心 

 「非常に関心があるので、ボランティア活動をぜひ行いたい（行っている）」、「ある程

度関心があるので、ボランティア活動を行ってみたい」との回答を合わせると、その割

合は８割を超えています。 

 

(2) ボランティア活動と行政の関係 

 「行政は、広報・啓発などのように、活動の主体性を損なわない範囲で支援すべき

だ」と考える県民や活動団体が約５割を占めています。一方、「行政はボランティア活

動を積極的に育成していくべきだ」、「支援だけにとどまらず、行政が行う施策にも積

極的にボランティア活動を活用すべきだ」と考えている県民や活動団体が、それぞれ

約２割を占めています。 

 

(3) 行政が特に力をいれるべきこと 

 「活動中の事故に対する保険制度の整備・援助」、「ボランティア団体の育成・支援

13



体制の充実」、「ボランティア活動に関する情報の収集・提供の充実」、「技術や知識

を習得できる講習会等の機会の充実」、「参加を促すための広報・普及啓発の充実」

の割合が高くなっています。 

 

(4) 災害時のボランティア活動に対する行政の支援 

 「ボランティア活動者の受入体制の整備」、「災害現場での活動中の事故に対する

補償制度の整備」、「参加を促すための広報」の割合が高くなっています。 

 

４ 課 題 

 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動が地域社会で重要な役割を担い、今後、さらに活発

化することが予想される中にあって、県民の活動への関心は非常に高く、その関心や

意欲が実際の活動へ結び付くような支援が必要です。 

 また、活動がしやすくなるように、その主体性を損うことなく、次のような様々な課題

に対して、積極的な支援策を講じて行く必要があります。 

 

(1) 活動に参加するきっかけや機会となる広報・広聴や学習の場が必要です。 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動への理解を深めて、活動を行うことを希望する人々が

容易に活動へ参加できるようにすることが必要です。 

 

(2) 活動に関する相談や人材養成、活動団体の交流など、総合的に支援する機能が

必要です。 

 ボランティア団体等がより活動しやすくなるためには、様々な支援を総合的に、効果

的に行う拠点機能の整備が必要です。 

 

(3) ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報を容易に得ることができる体制が必

要です。また、行政側からの積極的な情報提供のほか、活動団体からの情報発信が

必要です。 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報を一元化し、活動を行うため、活動によ

るサービスを受けるために必要な様々な情報を、いつでも、どこでも入手できる活動

情報のネットワーク化を進める必要があります。 

 

(4) 活動グループ相互や関係機関・団体との連携が必要です。 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動が幅広く展開されるよう、活動団体等の相互の情報

交換や広域的な交流が必要です。 

 また、ボランティア団体等と関係機関・団体との連携が必要です。 
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(5) 活動に関する打合せや作業等のための活動の場が必要です。 

 ボランティア団体等が活動を継続的に行うためには、打合せや作業をする活動の場

を提供する必要があります。 

 

(6) 災害時におけるボランティア活動への支援体制の整備が必要です。 

 災害時にも対応できるようなボランティア活動者のコーディネート体制の整備等受

入れ体制の整備が必要です。 

 

 

第２ 社会貢献活動の基本的な支援の方向  

 

１ 基本的な支援の方針  

 

 社会貢献活動の支援は、活動者の自主性の尊重、県と活動者との対等な関係での

協働・協調、活動の利益を受ける者の意思・人格の尊重を基本原則として、県民のだ

れもがボランティア活動やＮＰＯ活動をしたいときにできるように、また、より活動しや

すくなるよう、活動環境を整備することを基本とするものです。 

 従って、ボランティア団体等の運営経費を助成するなどのように直接的に支援する

ものではなく、情報提供や人材養成など、ボランティア活動やＮＰＯ活動を側面的、間

接的に支援しようとするものです。 

 また、個人、グル－プ、団体、企業など、活動の主体や特定非営利活動促進法等に

基づく法人格の有無を問わず、ボランティア活動やＮＰＯ活動そのものを支援しようと

するものです。 

 

２ 活動環境の整備の方向  

 

(1) 参加しやすい環境づくり 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動の楽しさや地域社会において果たす役割などを広く県

民に紹介し、活動が理解され、親しまれ、いつでも、どこでも、だれもが活動に参加で

きるよう、広報等や学習機会の提供など、活動に参加しやすい環境づくりに努めま

す。 

 

(2) 活動しやすく、その輪が広がるような環境づくり 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動が継続して行われ、新しいつながりが生まれて活動
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の輪がますます広がるよう、活動の支援拠点機能の整備や情報ネットワークの構

築、活動者の交流や連携、活動の場の提供、人材の養成など、活動しやすい環境づ

くりに努めます。 

 

(3) 社会に根づいていくような環境づくり 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動が生活に身近なものとして理解され、そして、自主的・

自発的な活動として地域社会に根づいていくよう、活動に対する社会的理解の促進、

ボランティア休暇制度の普及啓発、活動に関する調査・研究、ボランティア活動保険

の利用など、活動が社会に定着する環境づくりに努めます。 

 

 

第３ 社会貢献活動の支援施策の展開方向  

 

１ 参加しやすい環境づくり  

 

(1) 情報の提供・紹介、ニーズの把握 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動を県民各層に広く紹介することは、活動を身近に感

じ、それぞれの立場や状況に応じて活動へ参加するきっかけづくりとなるものです。

ボランティア活動やＮＰＯ活動は、自発的に行われるものであり、自然に広がることが

望ましいことです。 

 このため、ボランティア活動やＮＰＯ活動への関心が高まり、理解が深められるよ

う、活動に関する情報の提供やニーズの把握に努めます。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 県の広報紙、広報番組などの広報媒体の活用や啓発パンフレットなどによる活

動の紹介 

 ② ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する新聞紙上での広報欄の開設やホームペ

ージでの広聴広報欄の開設 

 ③ 活動によるサービスを受ける側のニーズの把握及びニーズ発信の広報 

 ④ ボランティア活動やＮＰＯ活動に関するシンポジウムや講演会、ボランティア・フ

ェスティバルなどの開催 

 ⑤ それぞれの地域の新しい活動情報を提供するための地域ごとの情報紙の発行 

 

(2) 学習する機会の提供 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動に参加してみたいと考えている人々や関心を持ってい
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る人々が活動に関する学習を行うことは、活動に対する理解を深め、活動へ参加す

るきっかけとなるものです。 

 このため、ボランティア活動やＮＰＯ活動について学習する機会を提供します。 

 

 【具体的方策例】 

 ① ボランティア活動やＮＰＯ活動について学習するための各種講座の開設 

 ② 学校、社会教育施設等でボランティア活動への理解を深めたり、活動を体験で

きるような機会の提供 

 ③ ボランティア団体やＮＰＯが開催する各種講座等への講師の派遣や斡旋 

 

２ 活動しやすく、その輪が広がるような環境づくり 

 

(1) 支援の拠点となる機能の整備 

 県民が身近なところで、ボランティア活動やＮＰＯ活動についての情報の提供、活動

のコーディネート、活動に関する相談が受けられ、また、個人や団体相互の交流など

ができる場となる活動支援拠点は、ボランティア活動やＮＰＯ活動を参加しやすいも

のにし、活動をより広め、深めていくために必要です。 

 このため、ボランティア活動やＮＰＯ活動の総合的な窓口となり、情報提供やコーデ

ィネート機能、コンサルテーション機能など、様々なニーズに対応しうる多様な機能を

備えた中核となる支援拠点の整備を図ります。 

 また、それぞれの地域の特性や活動者等の意向を踏まえて支援する広域の拠点機

能の整備を図ります。 

 

 【具体的方策例】 

 ① ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報の提供や活動に関する様々な問題

への相談等を受ける窓口の設置など、活動を総合的に支援する中核となる活動支援

拠点機能の整備 

 ② 地方振興局単位など、広域における活動支援拠点機能の整備 

 ③ 活動を効果的に調整したり、活動の相談に応じるコーディネーターやアドバイザ

ー等の活動支援拠点への配置 

 ④ 市町村における、実情に合った活動支援拠点機能の整備の促進 

 

(2) 情報ネットワ－クの構築 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動をこれから始めようと考えている人々にとって、あるい

は現に活動を行っている人々や活動によるサービスを受けたいと思っている人々にと

って、どこで、どのような団体・グループが、どのような活動を行っているのかといった
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情報や、イベント、講座の開催案内等の関連情報が得られることは、参加や交流を考

えるきっかけとして、あるいは実際に相手方に対して連絡等を行う際の情報源として

重要です。 

 このため、ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報を横断的、一元的に収集・提

供し、どこでも、だれでも情報が容易に得られ、また、活動者や活動によるサービスを

受ける側から発信できる情報システムを整備します。 

 また、関係機関がこのシステムを活用して、ボランティア活動等に対する支援業務

をより充実させることができるような機能も合わせて整備します。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 県内のボランティア団体等に関する情報を市町村別、活動分野別、活動エリア

別に検索ができ、必要な情報が得られるようなシステムの整備 

 ② ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する各種の情報の提供や、活動者が自ら情

報発信できるシステムの整備 

 ③ ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する意見や情報を発信し、活動者等の交流

が図られるようなシステムの整備 

 ④ 関係機関が行うコーディネート業務やシステム上の情報の管理等を支援するた

めのシステムの整備 

 ⑤ 災害時に、ボランティア活動に関する情報を提供するためのシステムの整備 

 

(3) 交流及び連携への支援 

 多様なボランティア活動やＮＰＯ活動が活発に行われるためには、活動者相互の交

流や連携が重要であり、また、活動のネットワーク化を図るうえで、人と人とのつなが

りによる情報の交換が最も有効で大きな意味を持っています。 

 活動者が自由な雰囲気のもとで、気軽に交流し、情報交換を行うことにより、活動の

輪が広がり幅広いボランティア活動やＮＰＯ活動の展開が期待されます。 

 このため、ボランティア活動者等の交流や連携が図られるよう、必要な支援を行い

ます。 

 

 【具体的方策例】 

 ① ボランティア活動者等が交流できるイベントの開催 

 ② ボランティア団体等が相互に各種情報を交換できる交流支援システムの整備

（情報ネットワ－クの構築） 

 

(4) 集会等の活動場所の提供 

 ボランティアやＮＰＯの団体等が活発に活動を行い、その活動が継続的に行われて
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いくためには、活動団体等が打合せや作業等を行うことができる活動の場が必要で

す。 

このため、活動の場の確保が図られるよう、必要な支援に努めます。 

 

 【具体的方策例】 

 ① ボランティア団体等が自由に使える活動の場の提供 

 ② 県・市町村の公共施設の利用の便宜供与 

 ③ 民間企業等に対する社内施設や敷地等の提供の要請 

 

(5) 人材の養成 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動が広範かつ円滑に展開されるためには、コーディネー

ターやアドバイザー、リーダー等の人材が必要です。 

 このため、活動を行いたい人と活動によるサービスを受けたい人を結び付けたり、

活動内容を効果的に調整したり、活動に意欲を持つ人に対し身近なところで相談に

応じたりすることができる人材や地域、職場、学校等で、自ら活動に参加しながら、活

動の指導者的役割を果たす人材を養成します。 

 

 【具体的方策例】 

 ① ボランティア活動者とボランティア活動によるサービスを必要とする個人、団体、

施設等との活動内容の調整役としての役割を担うコーディネーターや活動に関する

相談に応ずるアドバイザーの養成・確保 

 ② ボランティア活動やＮＰＯ活動を先導的に指導するリーダーの養成 

 

３ 社会に根づいていくような環境づくり 

 

(1) 社会的理解の促進 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動の活動事例を広く紹介し、活動を啓発することは、活

動者等への理解が深まり、活動者や活動団体の大きな励みとなります。 

 このため、ボランティア活動やＮＰＯ活動が社会に定着し、自然に根づいていくよう、

活動者等に対する社会的理解の向上に努めます。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 活動事例（体験）の発表機会の提供や活動事例集の作成 

 ② 県の広報紙や広報番組による活動の紹介、啓発 

 

(2) ボランティア休暇制度の普及啓発 
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 ボランティア活動に参加しやすい職場環境が必要です。 

 このため、ボランティア休暇制度の普及啓発に努めます。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 民間企業等に対するボランティア休暇制度の普及啓発 

 ② ボランティア休暇制度を導入していない市町村に対する、ボランティア休暇制度

の導入の要請 

 ③ 職員、従業員等のボランティア休暇制度の効果的な活用の啓発 

 

(3) 活動に関する調査・研究 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動には、幅広い世代の人々が参加し、その活動分野も

多岐にわたっています。 

 このため、これらの活動がさらに活発に展開されるよう、活動に参加しやすい環境

づくりや活動の輪が広がるような環境づくり、社会に理解され根づいていくような環境

づくりについて、調査・研究を行います。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 年齢やライフスタイル、関心度などに合わせて活動に参加できるようにするため

の活動参加プログラムの調査・研究 

 ② ボランティア・ＮＰＯ等の組織的・継続的な活動や政策提言などを行いうる活動

団体の育成プログラムの調査研究 

 ③ ボランティアやＮＰＯ等の実態やニーズを把握するための各種アンケート調査の

実施 

 

(4) 損害補償制度の利用の啓発 

 ボランティア活動に関して、万一、事故が発生した場合であっても、その損害等に対

して補償が行われることにより、県民のだれもが安心してボランティア活動に参加す

ることができ、活動が円滑に行われることとなります。 

 ボランティア活動者は、活動に関しての損害等が補償される「ボランティア活動保

険」等を利用することが望まれます。 

 このため、ボランティア活動保険の利用の啓発を図ります。 

 

 【具体的方策例】 

 ① 広報紙や広報番組、インターネット、パンフレットの活用によるボランティア活動

保険等の周知や保険への加入促進 

 ② ボランティア活動保険の保険料の一部助成 
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４ 災害時のボランティア活動への対応 

 

 自然災害や事故が発生した場合、被害の状況によっては、行政機関だけでは迅速

できめ細かな十分な対応を果たせないことが予想され、阪神・淡路大震災の際にみら

れたように、様々な分野で被災者を救援するボランティア活動の果たす役割は大きい

ものがあります。 

 大規模な災害が発生した場合、全国から多数のボランティア活動者が駆けつけるこ

とが予想され、これらの災害救援ボランティア活動が効率よく、その成果が発揮され

ることが重要です。 

 このため、情報システムなどを利用して、正確な災害の状況や必要なボランティア

活動の内容を的確な情報として提供することや活動をコーディネートする機能を整備

すること等、受入体制の整備を図ります。 

 

【具体的方策例】 

(1) 体制の整備 

 ① 災害時におけるボランティア団体による組織的な活動や団体相互の連携を図る

ため、市町村や関係団体等相互のネットワークの構築 

 ② 市町村における災害救援ボランティア活動の拠点となる施設の指定や活動に必

要な機材の提供などの支援体制の整備の促進 

 ③ 多数のボランティア活動者の参加に対応できるコーディネート体制の整備 

 ④ 県外被災地での活動を行うためのボランティア支援体制の整備 

 ⑤ 災害時に、ねたきり等の高齢者や障害者（児）などの災害弱者の安全確保を図

るため、在宅の災害弱者に対する近隣住民の支援協力、社会福祉施設等に対する

町内（自治）会の支援協力などの地域協力体制の整備 

 

(2) 活動者の登録 

 災害発生時に迅速に対応できるように、ボランティア活動者の登録制度の創設 

 

(3) 研修等 

 ① 災害時におけるボランティア活動に関する基礎知識等を習得できるような研修

会等の開催 

 ② 災害時のボランティア活動を行う上での注意事項や心構えに関する「災害救援

ボランティア活動マニュアル」の作成 

 

(4) 情報の提供 
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 災害の状況や必要なボランティア活動に関する情報を的確に提供するための、公

共メディアやインターネット等の多様な情報手段の効果的な活用 

 

 

第４ 社会貢献活動支援の重点施策  

 

１ 支援拠点機能の整備  

 

(1) 基本的な考え方 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動は、多様な分野へ広がりをみせています。 

 このため、これらの活動を支援する拠点は、多様なボランティア活動やＮＰＯ活動に

総合的に対応できる支援機能を有し、できるだけ県民が身近な所で利用できるように

整備を図ります。 

 

(2) 中核拠点機能と広域拠点機能 

 県域、広域圏域、市町村域に、概ね次のような拠点機能の整備を目指します。 

 これらの中核拠点、広域拠点、市町村拠点は、相互に連携し、一体となって活動を

支援する機能を発揮できるように、適切な運営に努めます。 

 ① 中核拠点機能 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する全県的な意識啓発や情報提供、災害時の活

動への対応などの支援を行うとともに、広域拠点機能や市町村拠点機能への支援を

行うため、県域を対象として活動を支援する総合的な機能を有する中核となる拠点機

能の整備を図ります。 

 ② 広域拠点機能 

 住民に身近な活動支援の窓口として、地域の活動に関する情報収集・提供、活動

者や活動によるサービスを受ける者の相談、ボランティア団体等の相互の交流など

の支援を行うため、広域的な地域を対象として地方振興局単位など、広域的な拠点

機能の整備を図ります。 

 ③ 市町村拠点機能 

 住民に最も身近な市町村に対して、市町村域を対象とした市町村拠点機能の整備

を図るよう要請します。 

 

(3) 支援拠点の機能 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動を支援する拠点機能は、活動の地域・分野・形態にか

かわらず、活動団体等が活動を行っていくために必要とする、概ね次の拠点機能を
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持つものとします。 

 ① 中核拠点機能 

  ア 総合的な窓口機能 

   ボランティア活動やＮＰＯ活動について、様々な照会や相談、活動のコーディネ

ートができるような総合窓口機能 

  イ 活動の広報や啓発を行う機能 

   活動を広く紹介し、活動が理解されるような全県的な広報や啓発の実施機能 

  ウ 情報を収集し、提供する機能 

   活動を行うため、活動によるサービスを受けるために必要な様々な分野の活動

に関する情報の収集・提供機能（ボランティア情報システムの整備による情報の収

集・提供） 

  エ 交流や連携を促進する機能 

   活動団体等が相互に交流する機会の提供や交流を通じてのネットワ－ク化への

支援機能 

  オ 人材養成や活動の学習を支援する機能 

   コーディネーターやアドバイザーなどの活動に関する高い知識を有する人材の

養成及び活動に関する知識等を得るための学習の支援機能 

  カ 調査や研究を行う機能 

   活動が活発に展開されるように必要な資料の作成や活動へ参加しやすくなるよ

うな活動支援に関する調査、研究機能 

  キ 災害時の活動に対応する機能 

   災害時のボランティア活動を支援するための広域的な活動に関する調整機能 

 ② 広域拠点機能 

  ア 活動の広報や啓発を行う機能 

   活動を広く紹介し、活動が理解されるような地域的な広報や啓発の実施機能 

  イ 活動者等の相談に応じたり、活動者等の登録・紹介・斡旋をする機能 

   活動者及び活動によるサービスを受ける者の活動に関する相談や活動が円滑

に行われるよう活動者や活動によるサービスを受ける者の登録・紹介・斡旋機能 

  ウ 情報を収集し、提供する機能 

   活動を行うため、活動によるサービスを受けるために必要な様々な分野の活動

に関する情報の収集・提供機能（ボランティア情報システムの整備による情報の収

集・提供等） 

  エ 交流や連携を促進する機能 

   活動団体等が相互に交流する機会の提供や交流を通じてのネットワ－ク化への

支援機能 

  オ 活動の学習を支援する機能 

23



   活動に関する知識等を得るための学習の支援機能 

 

２ ボランティア情報システムの整備  

 

(1) 整備の考え方 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報を横断的、一元的に収集・提供し、どこ

でも、だれでも容易に情報が得られ、また、活動者や活動によるサービスを受ける側

から発信できる情報システムを整備します。 

 また、関係機関がこのシステムを活用して、ボランティア活動等に対する支援業務

をより充実させることができるような機能も合わせて整備します。 

 情報システムは、中核拠点、広域拠点、市町村拠点をつなぎ情報を提供するととも

に、情報の入手・発信ができる場、情報の流通を生み出す場として、県民・活動団体

が気軽に利用できるものとします。 

 また、利用者とともに、適正な情報の管理や運用等に努めます。 

 

(2) 整備する機能 

 ① 活動団体検索システム 

  県内のボランティア団体等に関する情報を、市町村別、活動分野別、活動エリア

別などで検索し、提供するものです。 

  このために必要となるデータについて収集、整備し、これをデータベース化しま

す。これらのデータは、毎年、定期的に更新するとともに、掲載団体からの希望に応

じて随時の変更を可能にするものとします。 

  なお、利用者に提供される情報としては、次のものが考えられます。 

  ア 団体（グループ）名 

  イ 団体等の区分（法人、任意団体などの区分） 

  ウ 結成年月日 

  エ 活動人数 

  オ 代表者名 

  カ 連絡先（住所、電話番号、ファックス番号） 

  キ 活動分野及び活動内容 

  ク 活動エリア 

 ② 関連情報提供システム 

  ボランティア活動やＮＰＯ活動を支援する情報の提供や、ボランティア団体等が自

らの活動に関連して情報発信したい場合に、これを可能とするコーナーをシステム上

に整備します。掲載情報としては、次のような情報が考えられます。 

  ア ニュース・トピックス 
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  イ イベント情報 

  ウ 講座、研修等の開催案内 

  エ ボランティア募集情報 

  オ 各種助成制度一覧 

  カ 行政情報 

  キ 利用可能な施設などの情報 

 ③ 交流支援システム 

  ボランティア活動者や活動によるサービスを受ける側が、システム上で自由に意

見・情報を発信する場として、電子掲示板による「意見交換・交流の場」などのコーナ

ーを開設します。 

 ④ リンク機能 

  ボランティア活動やＮＰＯ活動に関する情報の総合窓口として、他の情報システム

とのリンク（連結）機能を持つものとします。 

 ⑤ 関係機関業務支援システム 

  関係機関が行う次の業務を支援するためのシステムを整備します。 

  ア コーディネート業務（相談対応） 

  イ システム上の情報管理（情報の作成、検索、登録、修正、削除等） 

  ウ 地域からの情報発信 

  エ 関係機関相互の連絡・調整 

  オ ファックスによる情報提供 

 ⑥ 災害時の情報提供システム 

  災害発生時に、ボランティアの受付窓口やボランティア募集情報など、災害ボラン

ティア活動に役立つ情報を提供するほか、被災地の被害情報などを提供するコーナ

ーを開設します。 

 

 

第５ 社会貢献活動支援のための連携の強化 

 

 ボランティア活動やＮＰＯ活動の支援を総合的かつ効果的なものとし、活動が広く県

民に理解され、活動が一層活発化し、社会に根づいていくようにするためには、社会

福祉協議会や日本赤十字社県支部、各関係協会など、活動を支援する団体等や行

政が連携、協力して、一体となって活動の支援を行うことが必要です。 

 このため、これらの団体等と行政とが定期的な連絡、協議を行い、相互に密接な連

携の下で活動の支援が行えるように支援ネットワーク体制の整備を図ります。 
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１ 県域及び地方振興局の区域において、活動の支援を推進する団体等と県との支

援ネットワーク体制の整備を図ります。 

２ 市町村の区域において、活動の支援を推進する団体等と各市町村との支援ネット

ワーク体制の整備の促進に努めます。 
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